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要旨

本研究はアウトドア・アパレル企業パタゴニア社をケースとし，企業の環境的責任と
ビジネスの両立可能性を共創的価値創造の観点から考察する。同社は「私たちは，故郷
である地球を救うためにビジネスを営む」というミッションのもと，三つの戦略的イノ
ベーション─サプライチェーン革新，循環型ビジネス・モデル，ステークホルダーとの
共創─を推進している。特に2022年の株式譲渡は，企業所有権を環境団体へ移管し全利
益を保全活動に再投資する革新的ガバナンス・モデルを確立した。分析の結果，同社の
戦略は環境保全を競争優位の源泉とする「パタゴニア・パラドックス」を具現化し，持
続可能性と収益性を両立させていることが明らかになった。また，透明性のあるメッセ
ージングや反消費キャンペーンを通じて環境価値を真正に伝える価値主導型マーケティ
ングを実践している。本研究はサステナビリティ経営と共有価値創造理論に貢献し，環
境保全とビジネス成功の両立を目指す他企業への示唆を提供する。

キーワード： 持続可能性，循環型経済，価値共創，パタゴニア社

Abstract

This case study investigates Patagonia, Inc. as a model of sustainable business practice, 

showing how the outdoor apparel company aligns environmental responsibility with 

profitability through its mission “We’re in business to save our home planet” and three 
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１．はじめに

企業の持続可能性への取り組みは，従来の企業の社会的責任（CSR）の枠組みを超え，

戦略的価値創造の中核的要素として再定義されつつある（Dentoni et al., 2021）。特に気候

変動や資源枯渇といった地球規模の環境課題が深刻化する中，企業活動の環境的側面と経

済的側面の統合に関する学際的研究が急速に発展している（Schöggl et al., 2022）。

しかし，持続可能な企業戦略における環境保全とビジネスの両立メカニズムについて

は，依然として理論的・実証的解明が不十分であり，複雑な相互作用の全体像の解明が課

題となっている（Velte, 2021; Whelan et al., 2021; Meskini et al., 2024）。

本研究では，環境保全を企業理念の中核に据え，持続可能なビジネス実践において先駆

的役割を果たしてきたアウトドア・アパレル企業パタゴニア社を事例として，持続可能性

と価値創造の相互関係を分析する。同社は「私たちは，故郷である地球を救うためにビジ

ネスを営む」という使命のもと，環境負荷の最小化と企業の長期的成長の両立を追求して

きた点で，重要な研究対象となる（Chouinard & Stanley, 2016）。

特に本研究では，パタゴニア社の⑴サプライチェーン全体における環境配慮型実践，⑵

製品ライフサイクル延長戦略，⑶顧客・パートナーとの共創的関係構築，という三つの次

strategic innovations that transform sustainability into competitive advantage. First, 

structural reduction of environmental impact through supply chain innovation; second, 

resource efficiency through the circular business model; and third, social value creation 

through stakeholder and community-based value co-creation, and the groundbreaking 

2022 ownership transfer ($3 billion valuation) that dedicates all profits to environmental 

trusts. Empirical analysis reveals these strategies enable Patagonia to prove that being 

ethical, transparent, and sustainable need not come at the expense of profit, validating the 

“Patagonia Paradox” where environmental commitment drives competitive advantage. 

Additionally, Patagonia’s sustainable marketing approach authentically communicates 

environmental values through transparent messaging, anti-consumption campaigns like 

“Don’t Buy This Jacket,” and storytelling that educates consumers about environmental 

issues rather than merely promoting products. The study contributes to sustainable 

business theory by demonstrating ecological responsibility’s viability in the fashion 

industry, illustrating sustainable marketing’s role in building brand loyalty, and showing 

how purpose-driven businesses can achieve market dif ferentiation. Findings of fer 

actionable insights for businesses seeking to reconcile environmental responsibility with 

business success in today’s increasingly eco-conscious marketplace.

Keywords: Sustainability, Circular Economy, Value Co-creation, Patagonia Inc.
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元に注目し，これらの取り組みが環境・社会価値と経済価値の同時創出にどのように貢献し

ているかを分析する。さらに，2022年９月に創業者 Yvon Chouinardによる株式譲渡決定と

いう前例のない組織形態の変革が持つ戦略的意義についても考察を加える。

本研究の理論的貢献は，持続可能性と価値創造の統合的理解を深めることにあり，実践

的貢献としては，環境志向型ビジネス・モデルの構築を志向する企業への具体的示唆を提

供することにある。

２．先行研究

2.1 企業の持続可能性と価値創造

持続可能性（サステナビリティ）と企業価値の関係については，相反する二つの理論的

視点が存在する。一方は，持続可能性への投資は追加的コストをもたらし，株主価値を毀

損するという伝統的な見解である（Friedman, 1970）。他方，資源ベース理論や制度理論

に基づく新たな視点では，持続可能性への投資は長期的に企業価値を高める戦略的資源と

して捉えられている（Hart, 1995; Bansal, 2005）。

Porter & Kramer（2011）が提唱した「共有価値の創造（Creating Shared Value: CSV）」

の概念は，社会的価値と経済的価値の同時創出が可能であると主張している。同様に，

Hart & Milstein（2003）は持続可能な価値フレームワークを提示し，環境・社会課題への

取り組みが企業価値の向上につながる四つの経路を示している。これらの理論的アプロー

チは，環境保全とビジネスの両立可能性を示唆しているが，その具体的メカニズムについ

ては更なる実証研究が求められている（Crane et al., 2014）。

2.2 循環型経済と製品ライフサイクル管理

循環型経済（Circular Economy）は，従来の「採取－製造－廃棄」型の線形経済モデル

に代わる新たな経済パラダイムとして注目されている（Geissdoerfer et al., 2017）。製品設

計段階からリサイクルを前提とした材料選択を行い，製品寿命を延長する修理・リユース

の仕組みを構築することで，資源効率性の向上と環境負荷の低減を同時に実現する経済モ

デルである（Murray et al., 2017）。

アパレル産業は特に資源集約的かつ廃棄物を多く生み出す産業として知られており，循

環型経済への移行が強く求められている（Ellen MacArthur Foundation, 2017）。しかし，

アパレル企業による循環型ビジネス・モデルの構築とそのビジネス効果に関する実証研究

は限られている（Hvass, 2014; Stål & Corvellec, 2018）。
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2.3 共創的価値創造と顧客エンゲージメント

Prahalad & Ramaswamy（2004）が提唱した「共創（co-creation）」の概念は，企業と顧

客が共同で価値を創造するプロセスを指す。従来の企業中心の価値創造プロセスから，顧

客を含む多様なステークホルダーとの相互作用を通じた価値創造への移行を示している

（Ramaswamy & Ozcan, 2018）。

共創的アプローチは特に持続可能性の文脈で重要性を増しており，環境意識の高い顧客

との協働は企業の環境イノベーションを促進する効果があることが指摘されている

（Nidumolu et al., 2009）。しかし，持続可能性を志向するビジネス・モデルにおける共創

プロセスの役割については，さらなる研究が必要とされている（Bocken et al., 2014）。

2.4 企業のパーパスの再定義と制度的革新

Mayer（2021）が提唱する「企業のパーパス（corporate purpose）」の理論的枠組みは，

現代企業の存在意義を根本から問い直す視点を提供している。Mayerの主張は，従来の

株主資本主義を超えた企業の社会的役割の再定義にあり，パタゴニア社の実践と密接に連

関する理論的支柱から構成される。Mayer（2021）は「企業の目的は人と地球が直面する

課題を解決することにあり，利益はその手段でしかない」と主張している。この考え方

は，パタゴニア社の「We’re in business to save our home planet」という企業理念に直接

反映されている。

さらに，Mayerが提唱する「相互利益の経済学（Economics of Mutuality）」では，伝統

的な市場メカニズムでは解決できない社会的課題に対し，企業が非財務資本の統合，ステ

ークホルダー協働，制度設計の革新すなわち利益分配モデルの再構築の三つの方法で介入

する必要性を強調されている。

３．パタゴニア社の持続可能性戦略の背景と発展

3.1 パタゴニア社の概要と企業理念

パタゴニア社は1973年に登山家 Yvon Chouinardによって設立され，米国カリフォルニ

ア州ベンチュラに拠点を置く，アウトドア・アパレルを扱う非上場企業であり，環境保全

を企業理念の中核に据えた経営で知られている。同社は現在，全世界で70以上の店舗を所

有・運営し，年間売上高は約10億ドル（約1,400億円）と推定され１），約2,000人の従業員

を擁している２）。

パタゴニア社は，主力製品であるフリース・ジャケットやダウン・ジャケットを中心と

したアウトドア・アパレルおよび，ギア製品を展開して，機能性とファッション性を兼ね
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備え高い人気を維持している。2012年からは「パタゴニア プロビジョンズ」ブランドで

持続可能な食品事業にも注力しており３），アパレルで培った環境配慮のノウハウを食品分

野へ拡大している。全製品ラインで再生ポリエステル（PCRシンチラ）やオーガニック・

コットンなどのサステナブル素材を採用し，製品ライフサイクル全体での環境負荷低減を

図っている４）。

同社は長年にわたり責任あるビジネスの実践を提唱しており，2011年に B Corpとなっ

た，翌年には定款を変更し，持続可能性と労働者を大切に扱うことを採択し，カリフォル

ニア・ベネフィット・コーポレーションとして事業を登録している５）。

2018年には，同社の目的を「We’re in business to save our home planet」に変更した６）。

同社の使命である「私たちは，故郷である地球を救うためにビジネスを営む」は，ビジネ

スを通じた環境問題解決への強いコミットメントを示している（Chouinard & Stanley, 

2016）。

パタゴニア社はプライベートカンパニーとして長年運営されてきたが，2022年９月に創

業者 Chouinardは同社の全所有権を環境保全を目的とする信託（Patagonia Purpose 

Trust）と非営利組織（Holdfast Collective）に移転するという画期的な決定を行った６）。

この決定により，同社の利益の大部分は気候変動対策と環境保護活動に充てられることと

なった。

3.2 持続可能性戦略の発展過程

パタゴニア社の持続可能性戦略は，以下のような段階的発展を遂げてきた：

１． 認識と基盤構築期（1970年代－1980年代中期）：環境問題への認識が高まり，事

業活動の環境影響の把握と初期的な対応策が模索された時期。1984年に売上の

１％を環境団体に寄付する「地球のための１％（1％ for the Planet）」を開始７）。

２． 革新と実験期（1980年代後期－1990年代）：環境負荷の少ない素材やプロセスの

探求が進んだ時期。1996年にはオーガニックコットンの100％導入を実現し，業

界に衝撃を与えた８）。同時に，企業としての成長と環境保全のジレンマに直面し

た時期でもある。

３． システム構築期（2000年代－2010年代前半）：サプライチェーン全体を視野に入

れた体系的な環境マネジメントシステムの構築が進んだ時期。フットプリント・

クロニクルによるサプライチェーンの透明性向上９）や，コモンスレッズ・イニ

シアチブによる循環型モデルの構築が進展した10）。 

４． 変革と拡大期（2010年代後半－現在）：ビジネス・モデル自体の変革と社会的影

響力の拡大を図る時期。Worn Wearプログラムの拡充11），リジェネラティブ・
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オーガニック認証の推進12），そして2022年の所有権構造の革新的変革６）などが

特徴的である。

この発展過程は，単なる環境配慮型製品の提供から，ビジネス・システム全体の変革，

さらには資本主義のあり方そのものへの問いかけへと進化してきたことを示している。

４．研究方法

本研究では，パタゴニア社の持続可能性経営と共創的価値創造に関するケース・スタデ

ィを行った。研究の方法論として，単一ケース・スタディ（single case study）を採用し，

パタゴニア社を「ユニークなケース」（unique case）として選定した（Yin, 2018）。選定

の理由は，ファッション企業による環境保護や持続可能性への取り組みの多くがリサイク

ルプログラムや寄付などにとどまる中，株式を環境団体に譲渡するという形でコミットメ

ントを示したパタゴニア社のケースは極めてユニークであり，同社は持続可能性とビジネ

スの両立において業界内で顕著な成果を示している点に基づいている（Eisenhardt & 

Graebner, 2007）。単一ケース・スタディの方法論的限界を克服するため，データの三角

測量（triangulation）を重視し，複数の情報源（社内資料，公開文書，報告書，市場デー

タなど）と分析手法を組み合わせることで，研究の妥当性と信頼性を確保した。このアプ

ローチにより，パタゴニア社における持続可能性実践と価値創造の複雑な相互関係につい

て，文脈依存的かつ深い理解を得ることが可能となり，理論構築の基盤を提供している

（Yin, 2018）。

4.1 データ収集

本研究では以下の多様な情報源からデータを収集した：

１．公開資料の分析

•　 パタゴニア社の公式ウェブサイト，年次報告書，サステナビリティ報告書，プレ

スリリース（2010－2023年）

•　 創業者 Yvon Chouinardの著書『社員をサーフィンに行かせよう：パタゴニア経

営のすべて』，『レスポンシブル・カンパニー：パタゴニアが40年かけて学んだ企

業の責任とは』および『レスポンシブル・カンパニーの未来：パタゴニアがこの

50年で学んだこと』

•　 環境・社会的取り組みに関する公式声明文書（2015－2023年）

•　 同社が参画する業界イニシアチブの報告書（Sustainable Apparel Coalition，1％ 

for the Planetなど）
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２．観察調査

•　小売店舗における顧客エンゲージメント観察（東京）

３．業界データ

•　アパレル業界サステナビリティ指標

•　競合他社の環境関連取り組みデータ

4.2 データ分析

一次データと二次データを組み合わせた三角測量手法を活用し，同社の価値主導型マー

ケティングの発展過程を時系列で追跡とともに，「Don’t Buy This Jacket」キャンペーン，

B Corp認証取得，株式譲渡などの重要な意思決定や転換点を詳細に分析し，環境保全へ

の取り組みとビジネス成長の関係性の変遷についてプロセス分析を基に検討した。また，

持続可能性と価値創造の相互関係を分析するため，以下の理論的フレームワークを統合的

に活用した：

１．共有価値創造（Creating Shared Value）理論（Porter & Kramer, 2011）

２． 持続可能な価値フレームワーク（Sustainable Value Framework）（Hart & Milstein, 

2003）

３．価値共創（Value Co-creation）理論（Prahalad & Ramaswamy, 2004）

４． 循環型経済モデル（Circular Economy Model）（Geissdoerfer et al., 2017）

これらのフレームワークを統合することで，パタゴニア社の環境保全活動とビジネスの

連関メカニズムを多角的に分析し，持続可能性と価値創造の相互補完的関係を解明した。

さらに，研究の妥当性と信頼性を高めるため，データの三角測量を行なって複数の情報源

からのデータを照合し，一貫性を確認した。

５．分析結果

一次データ（社内文書，公式ウェブサイト）と二次データ（業界データ，専門誌の記事

とレポート）の三角測量およびプロセス分析を通じて，以下の分析結果が得られた。

5.1 環境負荷低減を目指したサプライチェーン管理

パタゴニア社のサプライチェーン管理における環境負荷低減の取り組みは，原材料調達

から製造，物流に至る全プロセスを対象としている。

5.1.1 持続可能な原材料調達

同社は1996年に業界に先駆けてオーガニックコットンの100％導入を実現した８）。これ
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は当時の収益の20％減少というリスクを伴う決断であったが，長期的には差別化要因とな

り，環境意識の高い顧客層の獲得に貢献した（O’Rourke & Strand, 2017）。現在では製品

の98％にリサイクル素材または有機素材を使用している13）。

特筆すべき取り組みとして，2017年から開始されたリジェネラティブ・オーガニック農

法12）の推進がある。これは単に化学物質を使わないオーガニック農法を超え，土壌の炭

素固定能力を高め，生物多様性を促進する農法であり，サプライチェーンの最上流におけ

る革新的アプローチとして評価できる。

5.1.2 製造プロセスの環境配慮

製造工程においては，ブルーサイン認証の取得を推進し14），有害化学物質の使用削減と

労働環境の改善を同時に追求している。

5.1.3 サプライチェーンの透明性確保

2008年に開始された「フットプリント・クロニクル」は９），サプライチェーンの環境・

社会的影響を可視化するツールとして機能している15）。この透明性確保の取り組みは，消

費者の信頼構築に寄与するとともに，サプライヤーの環境パフォーマンス向上を促す効果

を持っている。

5.2 製品ライフサイクル延長戦略

パタゴニア社の製品ライフサイクル延長戦略は，循環型経済の理念（図１参照）を実践

する具体的施策として機能している16）。

 5.2.1 耐久性重視の製品設計

同社の製品設計は「必要以上に作らない」という理念に基づき，長期使用を前提とした

耐久性を重視している17）。この方針は短期的な販売数量の最大化とは相反するが，長期的

な顧客ロイヤルティ構築に貢献している。

5.2.2 修理サービスの提供

パタゴニア社はアメリカ・ネバダ州リノにある北米最大のアパレル修理センターを運営

し18），年間約５万点の製品修理19）を行っている。修理サービスは直接的な収益源として

の機能よりも，顧客との関係性強化および長期的なブランド価値向上に有意に寄与してい

ることが明らかとなった。

5.2.3 中古品市場の確立

2017年に本格化した「Worn Wear」プログラムは11），同社製品の中古品市場を確立する

ことで，製品ライフサイクルの延長を実現している。このプログラムは，⑴新品購入への

依存度低減，⑵廃棄物削減，⑶新規顧客層の獲得，という三重の効果をもたらしているこ

とが分析から明らかになった。特に，通常より20－50％低価格の中古品提供は，若年層な
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ど新たな顧客セグメントへのアクセスを可能にしている。

例えば，パタゴニア社の日本における古着循環システムは，小泉壱徳氏が代表を務める

「国内循環古着プロジェクト」によって運用されている20）。同プロジェクトでは，パタゴ

ニア社が回収した使用可能な中古衣料を買い取り，専門店「衣～ころも」で販売する。こ

のリユース事業で得た収益は全額，古着交換会「xChange」の運営支援に充てられる仕組

みである。

5.2.4 アップサイクルとリサイクル

使用済み製品の素材化学的リサイクルにおいては，日本の JEPLANとの協働によるポ

リエステル繊維の循環的リサイクル技術の開発が注目される21）。この取り組みは素材レベ

ルでの「循環の輪を閉じる」試みとして評価できる。

5.3 共創的価値創造とステークホルダー・エンゲージメント

パタゴニア社の価値創造プロセスでは，マルチ・ステークホルダーとの協働的関係構築

が特徴的である２）22）。

5.3.1 顧客との共創

パタゴニア社は顧客をビジネスパートナーとして位置づけ，製品開発や環境活動におけ

図１　循環型経済の理念
出典：平田（2023）
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る共創を促進している。特に「アンバサダー・プログラム」23）を通じた顧客との価値共創

は，製品改良と環境意識向上の両面で効果を発揮している。また，フィールドテスターと

して参加する顧客24）は，単なる消費者としての立場を超え，実質的に「共同開発者」と

しての役割を担っていることが明らかとなった。

5.3.2 環境 NGOとの協働

年間売上の１％を環境保護団体に寄付する「1％ for the Planet」イニシアチブは，1984

年の開始以来，累計１億ドル以上の資金を環境 NGOに提供している７）。この長期的なコ

ミットメントは，環境 NGOとの信頼関係構築に寄与するとともに，同社の環境保全への

真摯な姿勢を示す象徴となっている。また，2014年に Patagoniaはフェアトレード USA

と協力し25），フェアトレード認証製品を通じて労働者の生活賃金を支払う取り組みを行っ

て，フェアトレード製品ごとに賞与を支払い，労働者がその用途を決定できるようにして

いる。  

さらに，環境保護キャンペーンにおける協働は，パタゴニア社のブランド価値向上と環

境 NGOの活動強化という相互補完的な効果をもたらしている。ベアーズ・イヤーズ国定

記念物の保護キャンペーン26）では，同社の情報発信力と NGOの専門知識の相乗効果が政

策変更につながった事例が確認された。

5.3.3 業界協働と知識共有

パタゴニア社は競合他社との協働も積極的に推進している。2011年に開始された「持続

可能なアパレル連合（Sustainable Apparel Coalition）」への参画27）や，有害化学物質排除

に向けた「ブルーサイン・イニシアチブ」への加盟22）は，業界全体の環境パフォーマン

ス向上を目指す取り組みである。 

パタゴニア社の経営で最も革新的なのは，競合他社と環境技術を積極的に共有する「オ

ープンソース戦略」である。2016年に発表された「環境・社会イニシアチブ」白書で公式

に表明されたこの方針28）は，同社が開発したサステナブル素材やエシカル調達システム

の技術情報を業界全体に公開することを意味する。例えば，湿式スーツ用の石油由来ネオ

プレンに代わる植物由来素材「ユーレックス」の開発技術を業界全体に公開した事例29）

は，環境問題解決を競争優位より優先する同社の理念を示している。 

5.3.4 価値主導型マーケティング

パタゴニア社は，透明性のあるメッセージングや「Don’t Buy This Jacket」などの消費

削減キャンペーン33）を通じて，環境保護への取り組みを明確に伝えるマーケティング戦

略を展開している。また，ストーリーテリング34）を活用し，消費者に環境問題について

教育することで，製品の宣伝だけでなく共感を呼び起こしている。さらに，リサイクル素

材の使用やサプライチェーンの持続可能性を追求し，環境保護に対する企業およびコミュ
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ニティとの連携を深めることで，単なる製品販売企業ではなく，消費者との信頼関係を構

築すると同時に，社会的責任と環境保護への取り組みが評価されるブランドとして確立さ

れており，持続可能な消費行動を促進している。

5.3.5 持続可能なブランドとのパートナーシップ

パタゴニア社は他の持続可能なブランドとも提携し，エコフレンドリーなライフスタイ

ルを促進する製品を共同開発したり，共同イベントを開催している。たとえば，耐久性に

優れ，環境に配慮したハイキング・ブーツのラインアップにおけるダナー・ブーツとのコ

ラボレーション30）は，両ブランドの専門知識を組み合わせ，顧客体験を向上させるもの

である。 

5.4 企業統治の革新：所有権構造の転換

2022年９月に発表されたパタゴニア社の所有権構造の転換６）は，企業統治における画

期的な革新として位置づけられる。Yvon Chouinardは同社の議決権株（２％）を「Patagonia 

Purpose Trust」に，非議決権株（98％）を気候変動対策を行う非営利組織「Holdfast 

Collective」に譲渡した。 

この決定により，同社の経営理念と環境保全への取り組みが永続的に保証されるととも

に，年間約１億ドルと推定される利益の大部分が環境保護活動に充てられることになっ

た。Yvon Chouinardは「地球を唯一の株主にする」との表現でこの決断を説明したが，

これは企業の究極の目的が株主価値最大化ではなく，社会的・環境的責任の遂行にあると

いう新たな企業観を示唆している。

この所有権構造の転換は，法的には「永続的目的信託（perpetual purpose trust）」と非

営利組織への寄付という形式をとっており，既存の法制度内で企業の社会的使命を制度化

する革新的アプローチとして評価できる。

６．考察

6.1 持続可能性とビジネスの相互強化関係

パタゴニア社の事例分析から，持続可能性への投資とビジネスの間に相互強化的な関係

が存在することが明らかになった。この関係性は以下の経路を通じて形成されている：

１． ブランド差別化効果：環境保全への真摯な取り組みは，競合他社との明確な差別

化要因となり，環境意識の高い顧客セグメントにおけるブランド選好を高めてい

る。2023年12月に実施された YouGov社の調査31）によると，世界中の消費者の

半数以上が，自分が選んだ衣料品やアクセサリーのサステナブル・バージョンの
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ためなら，より高い金額を支払ってもよいと回答している。17の国際市場で実施

されたこの調査では，サステイナブルな衣料品にプレミアムを支払う場合，17市

場全体で消費者の約４分の１が最大10％多く（26％），13％が最大25％多く支払

うと回答していることが明らかになった。  

２． リスク低減効果：サプライチェーンの環境・社会的リスク管理は，規制強化や消

費者批判といったリスクの事前回避に貢献している。特に有害化学物質の先行的

排除や，労働条件の厳格な監視は，将来的なコンプライアンスコストの低減につ

ながっている。

３． イノベーション促進効果：環境課題への対応を目的としたイノベーションは，コ

スト削減や新市場開拓といった経済的効果をもたらしている。例えば，リサイク

ル素材の開発は原材料コスト削減と差別化の両方に貢献している。

４． 長期的顧客関係構築効果：修理サービスやWorn Wearプログラムは，製品の長寿

命化を通じて短期的な再購入頻度を下げる一方，顧客ロイヤルティと生涯顧客価値

（lifetime customer value）の向上をもたらしている。Circular Economy Insights

によると，パタゴニア社の顧客の30％が「Worn Wear」プログラムに参加してお

り，より持続可能な顧客体験の創造に成功していることが浮き彫りになってい

る32），さらに，CSR Trends Reviewによると，35％の顧客は，環境に貢献してい

るブランドを支持する傾向が高く，持続可能性への取り組みと顧客ロイヤルティ

との間に強い結びつきがあることを示している32）。

これらの分析結果は，Porter & Kramer（2011）の共有価値創造理論や Hart & Milstein

（2003）の持続可能な価値フレームワークと整合的であり，環境価値と経済価値の同時創

出が可能であることを示している。 

6.2 共創的アプローチの役割

パタゴニア社の共創的アプローチは，持続可能性と価値創造の相互強化関係を促進する

共創のプラットフォームを提供することが明らかになった。顧客，NGO，サプライヤー，

競合他社といった多様なステークホルダーとの協働は，以下の効果をもたらしている：

１． 信頼関係の構築：環境保全への真摯な取り組みは，ステークホルダーとの信頼関

係構築に寄与している。特に環境 NGOとの長期的な協働は，「グリーンウォッ

シング」批判を回避し，環境コミットメントの信頼性向上に貢献している。

２． 協調的意思決定能力の向上：複雑な環境問題の解決には，多様なステークホルダ

ーの知識と資源の集約が不可欠である。パタゴニア社の共創的アプローチは，こ

うした協調的意思決定能力を高める効果を持っている。
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３． イノベーションの加速：顧客やサプライヤーとの共創は，環境イノベーションの

質と実装速度を高める効果がある。フィールドテスターとしての顧客参加は，製

品品質向上と環境性能の両方に貢献している。

質的調査の分析から，Prahalad & Ramaswamy（2004）の価値共創理論に新たな視点を

加えるものであり，特に持続可能性の文脈における共創プロセスの重要性を示している。

6.3 所有権構造と企業のパーパスの再考

パタゴニア社の所有権構造転換は，企業の究極的目的と統治構造に関する根本的な問い

を提起している。この決定は，学術的示唆と実務応用の両面で，以下の点をもたらす：

１． 株主資本主義の限界と代替モデルの可能性：株主価値最大化を唯一の目的とする

従来の企業観に対する挑戦として，環境・社会目的を制度的に優先する新たな企

業モデルの可能性を示している。

２． 長期的成長戦略へ：業績に左右される短期志向の経営からの脱却を可能にし，世

代を超えた長期的視点での環境・社会課題への取り組みを制度的に保証する仕組

みとして機能している。

３． パーパス主導型組織の制度的基盤：パタゴニア社の所有権構造の転換は，Mayer

（2021）が提唱する「企業のパーパス（corporate purpose）」の実践例として位置

づけられ，企業統治のあり方に関する議論に新たな視点を提供している。企業の

存在意義（パーパス）を単なる理念やスローガンではなく，法的・制度的に担保

する革新的アプローチとして評価できる。

結論

本研究の分析結果は，パタゴニア社の事例を通じて，企業の持続可能性戦略と価値創造

プロセスが相互補完的な関係にあることを明らかになった。環境保全を企業理念の中核に

据えたビジネス・モデルは，単なる社会的責任の遂行を超え，企業の長期的競争優位性に

貢献していることが明らかになった（Porter & Kramer, 2011; Hart & Milstein, 2003）。特

に注目すべき点として，Worn Wearプログラムやリサイクル素材の戦略的活用は，製品

ライフサイクル管理の革新的アプローチとして評価でき，これらの取り組みが顧客との価

値共創（Prahalad & Ramaswamy, 2004）を促進する効果を持つことが確認された。本研究

を通じて明らかになったことは以下の通りである：

１． 持続可能性と企業のパフォーマンスの共進化メカニズム：パタゴニア社は環境保

全への投資を通じて，ブランド差別化とロイヤルティ構築を実現し，プレミアム
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価格設定を可能にしている（Eccles et al., 2014）。これは企業の持続可能性活動

が経済的リターンを生み出すメカニズムを示している。

２． マルチステークホルダーによる共創的価値創造：パタゴニア社の顧客，サプライ

ヤー，NPOなどとの協働的関係構築は，社会・環境問題に対する協調的意思決

定能力を高め，企業の価値創造範囲を拡大している（Tate & Bals, 2018）。

３． 産業エコ・システムへの波及効果：パタゴニア社の先進的な取り組みは，持続可

能性の業界標準を引き上げ，ビジネス・モデル的変化を促進する共創プラットフ

ォームを提供している（Nidumolu et al., 2009）。

４． ガバナンス構造の再構築：2022年全株式譲渡決定は，株主資本主義の枠組みを超

えて環境保全を企業目的の中核に据えた「パーパス主導型ガバナンス・モデル」

を確立し，営利組織の所有構造に関する従来の理論的パラダイムを刷新する画期

的な事例となった（Mayer, 2021）。このモデルでは，非営利団体「Holdfast 

Collective」と信託「Patagonia Purpose Trust」が全株式を保有することで，企業

利益が自動的に環境保護活動に還元される仕組みが構築されている。

理論的な観点から，本研究は持続可能性戦略が企業価値創造に与える影響に関する文献

（Eccles et al., 2014; Hart & Milstein, 2003）に貢献するとともに，共創理論（Ramaswamy 

& Ozcan, 2018）の企業実践における具体的適用を示した。また，環境志向型ビジネス・

モデルの構成要素と発展プロセスに関する理解を深めることで，サステナビリティ経営の

理論に新たな視点を加えている。

実務的な観点から，環境配慮型製品開発，循環型サプライチェーン構築，ステークホル

ダーとの協働的関係形成，そしてパーパス主導型組織文化を育むための実用的なアプロー

チを提示している。

研究の限界として，単一ケース・スタディの一般化可能性については慎重な解釈が必要

であり，今後は複数業種・地域における比較分析を通じて実証する必要がある。また，今

後パタゴニア社への直接インタビューを実施することで，より深い洞察を得ることが今後

の課題である。さらに，パタゴニア社が非公開企業であるため，一部の財務データへのア

クセスが制限されたため，持続可能性戦略の財務効果を長期的に分析する必要があり，実

績データで財務効果を検証が求められる。

将来の研究課題としては，⑴環境志向型ビジネス・モデルの異業種適用可能性，⑵持続

可能性と価値共創の相互作用メカニズムの詳細分析，⑶時代に合ったガバナンス形態の模

索が重要であろう。

以上を踏まえて，適切な戦略とビジネス・モデルの構築によって環境的責任と事業の持

続可能性を両立させ得ることが明らかとなった。パタゴニア社の事例は，ビジネスの本質
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的目的に関する再考を促すとともに，持続可能な発展に向けた企業の役割拡大の可能性を

提示している。
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